
　１．はじめに

　東南アジアの多くの都市では、盛んにオートバイ

が利用されており、我が国と比較して交通流に占め

るオートバイの割合が非常に高くなっている。例え

ば、「東アジアの奇跡」とも謳われた１９８０年代後半

から１９９０年代にかけての高度経済成長を成し遂げた

タイでは、急速なモータリゼーションの進展に伴っ

て都市交通問題が深刻化する中、渋滞の影響を受け

にくく、小回りが利き、さらには四輪車との比較に
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　東南アジアの多くの都市では、交通流に占めるオートバイの割合が高くなっている。こ

れらの都市では、オートバイの挙動を解析し、オートバイの混入が他の交通流に与える影

響を把握した上で、交通流の特徴に対応した効率的な道路運用・交通制御を施すことが求

められている。そこで本研究では、オートバイを含む交通流に焦点を絞り、信号制御やレ

ーン構成のあり方といった交差点運用形態とオートバイ混入率を用いて交差点容量を算定

する方法を提案し、その算定式を構築する。続いて、構築した算定式を用いて、オートバ

イ混入率のレベルに応じた最適な交差点運用方法ならびにオートバイ混入率と断面通過人

員の関係について考察を加えた。その結果、オートバイの混入率が変化すればそれに適し

た交差点運用方法が異なること、ならびに四輪車が普及しオートバイ混入率が低下すると

断面通過人員ベースで交差点容量が激減することを示した。
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おいて購入費、維持費ともに安価なオートバイが都

市交通手段として広く利用されている。このことに

関して、１９９８年の統計１，２）によれば、日本では、

６，７００万台の四輪車保有に対して１，５００万台のオート

バイが保有されている。その一方、タイでは、６２０

万台の四輪車保有に対して１，２００万台のオートバイ

が保有されており、交通流に占めるオートバイの割

合が高い状態にあることがわかる。このように交通

流に占めるオートバイの割合が高い都市において効

率的な交差点運用を図るためには、オートバイの挙

動特性を把握し、オートバイが交通流に与える影響

を考慮することが必要となる。しかしながら、主と

して四輪車の交通流を対象にした道路運用・交通制

御、あるいは現場の警察官の勘に頼った交通制御が

実施されているのが現状である。例えば、オートバ

イを多く含む交通流を効率的に制御する手段として、

一部の交差点では、オートバイ専用の信号待ちエリ

アやオートバイ専用レーンを設置する、といった交

差点運用形態が散見されるが、これらの交差点運用

形態は、オートバイ混入率や需要交通量に応じて変

えていく必要があるものと考えられ、各運用形態を

採用する基準を明確にすることが求められる。

　一方オートバイが交通流に与える影響に関して、

Ｈｉｇｈｗａｙ Ｃａｐａｃｉｔｙ Ｍａｎｕａｌ ２０００３）では飽和交通流 ＊１

に影響を与える因子として、車線幅員・大型車混入・

路上駐車・バス走行・地域特性・右折車混入・左折

車混入・歩行者・自転車などが列挙されているが、オ

ートバイに関しては取り上げられていない。また、日

本では乗用車換算係数を示すのみに留まっている４）。

このオートバイのＰＣＥ値（Ｐａｓｓｅｎｇｅｒ Ｃａｒ Ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ 

：乗用車換算係数）は、各国の交通事情によってそ

の値が異なり、例えば、シンガポールの高速道路に

おけるオートバイのＰＣＥ値を調べたＦａｎ５）によれば、

英国で採用されている値（０．７５）に対して、シンガポ

ールにおけるオートバイのＰＣＥ値は０．４の方がより

適切であるとの報告がなされている。またＰｏｗｅｌｌ６）

は、青開始後６秒までに停止線を通過するオートバ

イのＰＣＥ値が０であり、それ以降は０．５３から０．６５の

値を示すとの報告に基づき、車線幅員と車線数、な

らびに交通量から青開始後の６秒間に停止線を通過

するオートバイの台数を推定するモデル式を提案し

ている。しかしながら、この方法は、交差点の運用

形態が明示的に取り込まれていない。また中辻ら７）

は、オートバイの状態を「信号待ち後に発進するオ

ートバイ」と「飽和交通流下を走行するオートバイ」

の２種類に大別し、後者のオートバイについて、各

走行位置を走行するオートバイが四輪車の交通流に

与える影響を分析することで、オートバイの混入に

よる飽和交通流率の補正値を求めている。しかしな

がら、信号制御やレーン構成といった交差点運用形

態、さらにはオートバイ混入率によって、各走行状

態を示すオートバイの台数が異なることが予想され、

飽和交通流率の補正値は、それらによって変化する

ことになる。

　そこで、本研究では、オートバイ混入率の変化に

対応した効率的な交差点運用形態のあり方を示すこ

とを目的として、四輪車に対するオートバイの走行

位置に着目して交差点運用形態を３種類に分類し、

オートバイの走行状態を考慮した上で、各交差点運

用形態における交差点容量算定式を構築する。なお

本稿では交差点容量を、有効青１時間中に交差点を

通過しうる１車線当たりの四輪車両の最大数と定義

する。続いて、交通流に占めるオートバイの混入率

が高いバンコク・チェンマイ・プノンペン市内の交

差点で実施した交通調査結果を元に、交差点運用形

態別に、オートバイ混入率と交差点容量との関係を

定量的に把握する。さらに、最も効率的に交通流を

制御するための交差点運用方法がオートバイ混入率

によって異なることを示す。また、プノンペンなど

交通流に占めるオートバイの混入率が高い都市では、

今後の経済成長とそれに伴うモータリゼーションの

進展により、都市交通手段の主流がオートバイから

四輪車へと移行することも予想されている。そこで、

このような都市において、オートバイ混入率が低下

したときの、断面通過人員ベースでの容量の変化に

ついて考察を加える。

　２．交差点容量推計式の構築

　２－１　交差点運用形態

　本研究では、交差点運用形態をＡ～Ｃの３種類に

分類した。Fig.1～3には、それぞれの交差点運用形

態における青開始時の四輪車とオートバイの待機状

況を示す。

　交差点運用形態Ａ（Fig.1）は最も標準的な交差点

運用形態であり、すべてのオートバイが四輪車と混

在して走行するものである。交差点運用形態Ｂでは、

Ｄｅｃ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ （　）２３
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　＊１　信号交差点流入部において十分長い待ち行列の車列がで
きているとき、青信号表示中に停止線を通過し得る最大
の交通流率。一般に有効青１時間当たりの台数で表示さ
れる。



停止線にオートバイ専用の信号待ちエリアが設けら

れており、赤信号中にそのエリアで信号待ちをした

後に発進するオートバイ（Fig.2中a）と、四輪車に混

在して走行するオートバイ（Fig.2中b）とに分類され

る。また交差点運用形態Ｃ（Fig.3）は、オートバイ

走行用の専用レーンが存在し、オートバイはその専

用レーン上を走行する。ここで、交差点運用形態Ａ

におけるオートバイならびに交差点運用形態Ｂのう

ち、四輪車と混在して走行するオートバイ（Fig.2中

b）が四輪車の交通流に与える影響について考える。

その影響は、オートバイの走行位置によって異なる

と考えられるので、本研究ではオートバイの走行位

置を「車線内（Fig.4中　i ）」と「車線間（Fig.4中　ii ）」

に分類した。このとき、車線内を走行するオートバ

イと車線間を走行するオートバイについて、交通流

に与える影響という観点で比較すると、後者は四輪

車の交通流をかいくぐるように走行している状況で

あるといえ、車線間を走行するオートバイが交通流

に与える影響は無視できる程度であると考えられる。

また、車線内の四輪車間を走行するオートバイが単

走である場合と並走している場合とでは、オートバ

イ１台当たりの交通流に与える影響が異なることも

予想される。そこで本研究では、以下の仮説を措定

する。なお、両仮説の検証結果は４章において後述

する。

【仮説１】四輪車と混在して走行するオートバイの

うち、車線間を走行するオートバイは飽和交通流に

影響を与えない。

【仮説２】四輪車間かつ車線内を並走するオートバ

イは、単走するオートバイと比較して、１台当たり

の交通流に与える影響が小さくなる。

　２－２　交差点容量推計式

　本項では、上で措定した仮説に基づき、各交差点

運用形態における交差点容量推計式を構築する。た

だし、ここでは、交差点容量を低下させる要因はオ

ートバイの混入のみであるとし、交通流はすべて四

輪車（大型車は含まない）とオートバイの直進車の

みで構成されるものとする。

１）交差点運用形態Ａ

　交差点運用形態Ａの交差点（Fig.1）では、すべて

のオートバイが四輪車と混在して走行するものとす

る。この際、車線間を走行するオートバイは交通流

に影響を与えないことを考慮すると、交差点容量

����������	�
�＊２は、式�で表すことができる。

　　　　　　　　　　　　　　 ……………………�

 

ただし

���：オートバイ混入率（＝オートバイ台数／オート

バイ＋四輪車台数）

������：飽和交通流における四輪車間の平均車頭時間

（秒）＊３

�����：オートバイ１台が車線内の四輪車間に混入する

ことによる車頭時間の増分（秒／台）

�����： オートバイの車線間走行率（＝車線間を走行す

るオートバイ台数／全オートバイ台数）

　なお、��，��は車線幅員によって影響を受けるた

め各交差点に特有の定数とする。また�����は車線幅

員のみでなく、信号スプリットやオートバイ混入率

によって影響を受けるが、ここでは各交差点に固有

の定数とする。

２）交差点運用形態Ｂ

　交差点運用形態Ｂの交差点（Fig.2）を走行するオ

QA=
3600・（1－PB） 
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Fig. 1　交差点運用形態Ａ
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Fig. 2　交差点運用形態Ｂ
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Fig. 3　交差点運用形態Ｃ
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 　i ：車線内を走行するオートバイ
 　ii ：車線間を走行するオートバイ
 Fig. 4　オートバイの走行位置
Ｆｉｇ．１～４　いずれも　　　 四輪車　　　 オートバイ



ートバイは、オートバイ専用信号待ちエリアで信号

待ち後に発進するオートバイ（Fig.2中a）と、四輪車

と混在して走行するオートバイ（Fig.2中b）と四輪車

オートバイに分類される。信号待ち後に発進するオ

ートバイは、その発進に要する時間分だけ後続の四

輪車の発進を遅らせることになる。この影響を考慮

すると、�車線で構成され、その中の１車線にオー

トバイ専用信号待ちエリアが設置されている交差点

における交差点容量����������	�
�は、式�で表現

される。

　　　　　　　　　　　　　　　　 ………………�

 

ただし

�����：信号待ちエリアのあるレーンで、青開始後、最

初の四輪車がオートバイ専用信号待ちエリアの

前の停止線を横切るまでの時間（秒）

��：サイクル長（秒）

���：対象アプローチに通行権が与えられる現示のス

プリット

���：車線内を走行するオートバイの全車両に対する

割合

　なお、交差点運用形態Ａと同様に、��，��，�����は

交差点に固有の定数であるものとする。

　ここで、��については、各サイクルにおいて信号

待ちエリアから発進するオートバイの台数���の関

数として表現できるものとする（式�）。

��＝�（���）��…………………………………………… �

　ここで、赤信号時に信号待ち行列に加わるオート

バイがオートバイ信号待ちエリアに滞留するオート

バイと考えられるが、四輪車の車列などの影響もあ

って、これらのオートバイのすべてが信号待ちエリ

アまで到達するわけではない。そこで、赤信号時に

信号待ち行列に加わるオートバイの一部が信号待ち

エリアに到達して待機するものとし、その割合を　� 

とすれば、各サイクルにおいて信号待ちエリアから

発進するオートバイの台数���は、

　　　　　　　　　　　　　　　 …………………�

 

と表現できる。

　次に、車線内を走行するオートバイの全車両に対

する割合���は、�����，�，�，��の関係で式�のよう

��� ・（�－　　　） ����・（�－��） 
�	・（�－��）＋��・��


�� 
�・・�

�����・（�－�）・ ・�
�

・ 	� 
�－	�


・� 
��

に表すことができる。

���＝（�－�����）｛�－�・（�－�）｝・�� …………………�

　これより、実際の調査から�と関数 �（���）を求め

ることで、交差点容量をオートバイ混入率、信号サ

イクル長、及びスプリットの関数として表現できる。

３）交差点運用形態Ｃ

　交差点運用形態Ｃの交差点（Fig.3）は、オートバ

イ混入率によりオートバイ専用レーンの幅員（��）

が決定されるものとし、それと同時に、四輪車の車

線幅員（��）も決定されるものとする。オートバイ

混入率が大きくなれば、オートバイ専用レーンに割

り当てるべき幅員も大きくなるので、四輪車の幅員

が狭くなり、通過可能な四輪車台数は減少する。こ

のとき、オートバイと四輪車双方における信号待機

車両列の捌けるタイミングが異なると、先に待機車

両列が捌けた側では、飽和交通流率が保たれない時

間帯が発生することになる。そのため、オートバイ

の流れと四輪車の待機車両列が同時に捌けるように

車線幅員を決定すること、言い換えれば、オートバ

イ専用レーンを通過可能なオートバイ台数と四輪車

走行車線を通過可能な四輪車台数との比率がそれぞ

れの走行台数の比率に等しくなったときが最適な運

用方法であると考えられる。そこで、道路の総幅員

を�、四輪車走行車線数を�、幅員１ｍ当たりの飽

和交通流におけるオートバイの平均車頭時間を��
（秒／台・ｍ）、四輪車の平均車頭時間を��（秒／台）

とすると、オートバイ専用レーンの幅員は式�の関

係から導かれる。

 ………………………………�

 

　また各車線幅員は式�を満たす必要がある。

��＋�・��＝� ……………………………………�

　さらに四輪車の車頭時間��は、その車線幅員によ

って決定され、車線幅員との関係を文献４）などに

示されるように、式�によって表現する。

 …………………………�

 

ただし

＝ ： 
�� 
��

�� 
�

： 
�

��

�

�－��

tS＝f（W4）＝ 
tS’ 

0.24W4＋0.22
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　＊２　ｐｃｕは乗用車換算台数（Ｐａｓｓｅｎｇｅｒ Ｃａｒ Ｕｎｉｔ）のこと。
　＊３　連続する２台の車両の前端が道路上のある１点を通過す

る際の時間間隔。



��’：飽和交通流下での四輪車の車頭時間の基本値

　これよりオートバイ混入率が決定されれば、それ

ぞれの幅員が決定され、四輪車の車頭時間が求まる。

このとき、交差点容量����������	�
�は式�として

示される。

　　　 ………………………………�

 

　３．交差点調査

　前章で措定した仮説の妥当性を確認するために、

また構築した算定式のパラメータの概略値を得るこ

とを目的に交差点運用形態の異なる複数の交差点に

おいてビデオ撮影による交通調査を行った。観測対

象とした交差点アプローチの選定に際しては、①飽

和交通流に近い交通状況が観測できること、②下流

からの先詰まり現象がないこと、を条件とした。

　まず、交差点運用形態Ａを持つ交差点としてタイ

のチェンマイ市内中心部交差点（Ｃｈａｒｏｅｎ Ｍｕａｎｇ 

Ｒｄ ＆ Ｃｈａｒｏｅｎ Ｒａｔ Ｒｄ、Fig.5）の東アプローチ（アプ

ローチａ、Fig.6）を対象に平成１５年９月２０日（土）の

１１時１５分～１２時に調査を行った。

　次に、交差点運用形態Ｂをもつアプローチとして、

タイのバンコク市内中心部交差点（Ｒａｍａ Ｉ Ｒｄ ＆

��＝ ＝ 
���� 
��

���� 
�（�	） 

Ｐｈａｙａ Ｔｈａｉ Ｒｄ、Fig.7）内でオートバイ専用信号待

ちエリアの幅員が異なる東アプローチ（アプローチ

ｂ、Fig.8）と北アプローチ（アプローチｃ、Fig.9）を

対象に平成１５年９月１６日（火）の７～９時、１１～１３時、

１５～１８時の計７時間、観測を行った。

　さらに、交差点運用形態Ｃを持つアプローチとし

て、オートバイの混入率が中程度（０．５程度）の交差

点としてタイのチェンマイ市外周道路上交差点

（Ｃｈａｒｏｅｎ Ｍｕａｎｇ Ｒｄ ＆ Ｓｕｐｅｒ Ｈｉｇｈｗａｙ，Fig.10）の

西アプローチ（アプローチｄ、Fig.11）を対象に平成

１５年９月２０日（土）の１７～１８時、またオートバイ混入

率が大きな交差点としてカンボジアのプノンペン市

内中心部交差点（Ｂｌｄ Ｍａｏ Ｔｓｅ Ｔｏｕｎｇ ＆ Ｂｌｄ Ｐｒｅａｃｈ 

Ｎｏｒｄｏｍ、Fig.12）の北アプローチ（アプローチｅ、

Fig.13）を対象に平成１５年９月１８日（木）８～９時に
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Fig. 6　チェンマイ市内中心部交差点アプローチａ

…オートバイ専用 
　信号待ちエリア 

ア
プ
ロ
ー
チ
c

2.9m2.9m3.1m

2.8m
2.9m
2.9m

アプローチb

Phase1

50秒 

Phase2

30秒 

Phase3

20秒 

Phase4

65秒 

Phase5

20秒 

N

Fig. 7　バンコク市内中心部交差点詳細図

　　Fig. 9　バンコク市内中心部交差点アプローチｃ

　　Fig. 8　バンコク市内中心部交差点アプローチｂ



観測を行った。ただし、Fig.12中の車線幅員に関し

ては、車線区分自体が不明瞭であったため、おおよ

その値を示している。

　また、各アプローチにおける車種別交通量、及び

オートバイ混入率についてTable 1にまとめる。

　４．仮説の検証

　４－１　車線間を走行するオートバイと車線内を

走行するオートバイの影響

「車線間」を走行するオートバイと「車線内」を走

行するオートバイが交通流に与える影響の差異を調

べるため、アプローチａ、アプローチｂ及びアプロ

ーチｃを対象に、飽和交通流における四輪車の車頭

時間を計測した。この際、その車間をオートバイが

走行した場合には、オートバイの走行位置ごとに、

走行するオートバイ台数を集計した。その結果を用

いて、以下の重回帰モデルを用いた分析を行った。

　ただしアプローチｂ，ｃに関しては、四輪車間の車

頭間隔について十分な観測結果を得ることができた

ので、「オートバイが車間に走行しない場合の車頭時

間」として観測値（アプローチｂ；��＝２．０２，アプロー

チｃ；��＝１．９３）を用いて、式��にて分析を行った。

　

��＝��＋��・��＋��・�� …………………………� 

��－��＝��・��＋��・�� …………………………�
　

ここで

����：計測された車頭時間（秒）

��　：対象とする車頭間で車線間を走行するオートバ

イ台数

�� ：対象とする車頭間で車線内を走行するオートバ

イ台数

��（�＝���）：回帰係数

　回帰分析の結果をTable 2に示す。この結果より、

アプローチａ，ｂでは危険率５％水準において、「車

線間を走行するオートバイが四輪車の車頭間隔に影

響を与える」という仮説が支持されないことがわか

る。また、アプローチｃでも、車線間を走行するオ

ートバイが四輪車の車頭間隔に与える影響が負の値

を示していることを考慮すると、四輪車の交通流に
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Fig. 12　プノンペン市内中心部交差点詳細図

Fig. 11　チェンマイ市外周道路上交差点アプローチｄ

Table 1　車種別交通量とオートバイ混入率

オートバイ
混入率

オートバイ
（台数／１時間）

大型車
（台数／１時間）

乗用車
（台数／１時間）アプローチ

０．４１５１６３７４１アプローチａ

０．３１４３４３４９１９アプローチｂ

０．３０７３０８５１，５７９アプローチｃ

０．５０９４４６９２９アプローチｄ

０．７１１，７１２０６９２アプローチｅ

Fig. 13　プノンペン市内中心部交差点アプローチｅ



影響を与えるのは車線内を走行するオートバイのみ

であることが確認でき、措定した【仮説１】が支持

される結果となった。

　４－２　並走するオートバイと単走のオートバイ

　前節の結果を踏まえ，車線間を走行するオートバ

イは交通流に影響を与えないものとして、車線内を

走行するオートバイを対象に、「単走」「並走」と

いう四輪車間のオートバイの台数別に四輪車の車頭

時間を集計した。Table 3は、オートバイが四輪車

間を走行しない場合の四輪車の平均車頭時間ならび

にオートバイが車間を単走・並走するパターンそれ

ぞれについて、平均車頭時間を求めた結果を示す。

さらにTable 4には単走・並走の場合に、観測された

各車頭時間から四輪車の車頭時間を差し引いた車頭

時間の増分を集計した結果を示す。この結果より、

アプローチｂ，ｃではオートバイが並走することによ

ってオートバイ１台分が四輪車の交通流に与える影

響は小さくなっているが、アプローチａではそのよ

うな傾向は見られなかった。また、単走時と並走時

におけるオートバイ１台分の影響の差について、危

険率５％水準で検定を行ったところ、いずれのアプ

ローチにおいても、その差は有意ではないという結

果が得られた。そのため、先に措定した【仮説２】

は支持されなかったので、以下では「単走」「並走」

にかかわらず、オートバイが交通流に与える影響は

同じであるものとする。

　５．交差点運用形態別の交差点容量比較

　本章では、先に分類した三つの交差点運用方法に

ついて、各走行位置を走行するオートバイが交通流

に与える影響について分析する。また、各運用方法

を施した場合の交差点容量とオートバイ混入率との

関係を定量的に把握することで、それらを施すに適

したオートバイ混入率のレベルについて考察する。

　５－１　四輪車に混在して走行するオートバイ

　四輪車に混在して走行するオートバイのうち、車

線内を走行するオートバイが飽和交通流に与える影

響について、四輪車の車頭時間の増分は車線内を走

行するオートバイの台数と比例関係にあることが想

定される。

　Fig.14には、アプローチａにおいて車間に混入し

たオートバイの台数とそのときの車頭時間との関係

を調べた結果を示す。この結果より、車間を走行す

るオートバイ台数と車頭時間の増分がおおむね比例

関係にあることを確認した。

　５－２　オートバイ専用信号待ちエリア

　交差点運用形態Ｂの交差点においては、青開始直

後にオートバイ専用信号待ちエリアに待機している

オートバイが発進し、続いて後続の四輪車が交差点

に進入することになる。このとき、先頭に位置する

四輪車が停止線に到達するまでの時間（��）を発進損

失時間＊４とオートバイの通過に要する時間とに分離

し、オートバイの通過に要する時間がオートバイ台

数に比例すると考え、α，βをパラメータとして、

��を式�にて表現する。

��＝α・���＋β ……………………………………�

　このとき、先頭に位置する四輪車が停止線に到達

するまでの時間（��）とオートバイ専用信号待ちエリ

アに待機するオートバイ台数（���）の間には線形の
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Table 2　重回帰分析結果

Ｒ２有意確率標準誤差係数アプローチａ

０．７７

００．０７２．０５定数（ａ０）

０．１３０．０７０．１０車線間（ａ１）

００．０４０．６４車線内（ａ２）

Ｒ２有意確率標準誤差係数アプローチｂ

０．３５
０．６４０．０８０．０４車線間（ａ１）

００．０７０．５７車線内（ａ２）

Ｒ３有意確率標準誤差係数アプローチｃ

０．３３
０．０２０．０６－０．１６車線間（ａ１）

００．０４０．３９車線内（ａ２）

Table 4　オートバイの単走・並走による車頭時間の増分（秒）

アプローチｃアプローチｂアプローチａオートバイ
混入状態 Ｄｅｖ．ＭｅａｎＤｅｖ．ＭｅａｎＤｅｖ．Ｍｅａｎ

０．３５０．４３０．４７０．６３０．０７１０．５７単走

０．３５０．６６０．７００．９６０．３５　１．２８並走

０．０９０．３３０．１７０．４８０．０８９０．６４
並走

（オートバイ
１台分）

０．６８０．６４－０．５１Ｔ値

ｔ０．０５（１０４）＝１．６６ｔ０．０５（６０）＝１．６７ｔ０．０５（１７）＝１．７４５％水準

並走単走四輪車のみアプローチａ

３．３３２．６２２．０５平均車頭時間（秒）

１１８５４サンプル数

並走単走四輪車のみアプローチｂ

２．９８２．６５２．０２平均車頭時間（秒）

１０５２１，５６６サンプル数

並走単走四輪車のみアプローチｃ

２．５９２．３６１．９３平均車頭時間（秒）

１６９０４３４サンプル数

Table 3　オートバイが単走・並走する車間の平均車頭時間



相関があることを確認するために、車線幅員に違い

がある二つのアプローチについて、オートバイ専用

信号待ちエリアから発進するオートバイ台数とオー

トバイの通過時間（後続の四輪車が停止線に到達す

るまでの時間）との関係を調べた。Fig.15、及び

Fig.16にその結果を示す。図より、かなりのバラツ

キがあるものの、平均的には、オートバイ台数と通

過時間の増分が比例関係にあることを確認できる。

また、図中の近似直線の傾きはオートバイ１台当た

りの通過時間の増分を示し、車線幅員の小さいアプ

ローチｂでの値（０．２７秒）が、車線幅員の大きなアプ

ローチｃにおける値（０．１８秒）と比較して大きな値と

なっている。このことは、車線幅員がこのパラメー

タ（α）に影響を与えていることを示している。一方

の発進損失時間に相当するパラメータβは、図中の

切片に相当し両アプローチで異なる値を示している。

　このように、パラメータα，βはいずれもアプロ

ーチによって異なる値を示しており、車線幅員、信

号待ちエリアの広さといった幾何学的構造に影響さ

れるものと考えられる。今後、これらのパラメータ

値と道路の幾何学的構造との関係についてはさらな

る調査が必要である。

　次に、赤信号時に信号待ち行列に加わるオートバ

イのうち、信号待ちエリアで待機するオートバイの

割合　� について、調査より得た結果をFig.17に示す。

両アプローチともに時間帯によってかなりの相違が

認められる。これは、時間帯によって交通状況が異

なり、その交通状況の違いによって値に変化が生じ

たものと考えられる。しかし、アプローチｂの７～

９時を例外として０．６前後の値を示しているので、

モデルを簡略化するために、本稿では、信号待ちエ

リアで待機するオートバイの割合　� を交差点固有の

定数として扱う。

　５－３　オートバイ専用走行レーン

　交差点運用形態Ｃでは、オートバイ専用レーンを

走行するオートバイが隣接する車線を走行する四輪

車の交通流に影響を与えないものとして、交差点容

量を算定する（式�）。このとき、オートバイ専用レ

ーンを飽和状態で走行するオートバイの流率は、交

差点運用形態Ｂにおける信号待ちエリアから発進す

るオートバイの流率に等しいものと考えられる。

　５－４　交差点容量比較

　本節では、交差点運用形態の違いによる交差点容

量の差異を検討する。具体的には、幅員が１０．５ｍの

道路を想定し、各交差点運用形態を実施したときの

オートバイ混入率と交差点容量の関係を調べ、その

関係について考察を加える。なお、交差点運用形態

Ａ及びＢは３車線運用で、１車線の幅員が３．５ｍ、
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Fig. 16　信号待ちオートバイ台数と通過時間の相関図／アプ
ローチｃ

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0

k
値
 

7-9時 11-13時 15-17時 17-18時 

アプローチb

アプローチc

　Fig. 17　信号待ちオートバイ台数のモデル化

　＊４　青信号開始時にすぐには飽和交通流率で流れ始めないこ
とに起因して発生する交通容量を考える上での時間ロス。



交差点運用形態Ｃでは３車線により構成されるが、

オートバイ専用走行車線として最低１．５ｍの幅員を

確保するものとする。また、基本交差点容量として、

飽和交通流下の四輪車の車頭時間を２．０（秒）とし、

これを基準にして、調査結果を参考に、各交差点運

用形態において必要となるパラメータ値を制定した。

Table 5～7には交差点容量比較検討時に用いた各パ

ラメータの値を示す。

　このとき、各交差点運用形態を実施した場合のオ

ートバイ混入率と四輪車の交差点容量の関係を

Fig.18に示す。なお、交差点運用形態Ａ，Ｂに関し

ては、オートバイ混入率のレベルが高くなると、オ

ートバイの車線間走行率（�����）など、観測から得ら

れたパラメータ値が大きく変動する可能性があるた

め、オートバイ混入率の高い領域が算定式の適用範

囲外と考え、途中から破線表示としている。また、

交差点運用形態Ｃではオートバイ専用レーンの幅員

を最低１．５ｍとしたが、この制約を取り払った場合

に計算上獲得される交差点容量値を破線で示す。さ

らに、交差点運用形態Ｂでは、スプリットの影響を

受けるため、スプリット０．２、０．４、０．６の場合につ

いて交差点容量を示す。

　図より、交差点運用形態Ｂを採用した場合には、

標準的な交差点運用形態Ａを採用した場合と比較し

て、四輪車用停止線の後退による発進損失時間が増

加する負の影響と信号待ちエリアにオートバイを集

めることで車線内を走行するオートバイ台数が減る

という正の効果があり、オートバイ混入率の低い状

況では、前者が卓越するためにスプリットの大きい

方が効率的な運用がなされるが、混入率が高くなる

に従って、やがて後者の影響が大きくなるためにス

プリットの小さい方が効率的になるという傾向を確

認することができる。

　さらに、交差点運用形態別に交差点容量の比較を

行うと、交差点運用形態Ｂでは信号待ちエリアの設

置により停止線が後方にシフトすること、交差点運

用形態Ｃでは四輪車の走行する車線幅員が小さくな

ることを理由として、オートバイ混入率が低い場合

には、それぞれ交差点運用形態Ａ（通常運用）との比

較で交差点容量が小さくなることがわかる。対して、

オートバイ混入率が高くなるに従って交差点運用形

態Ｂの効率が最もよくなり、さらに混入率が高くな

ると、オートバイ専用レーンを確保する交差点運用

形態Ｃが最も効率的になるという傾向を確認できる。

また、交差点飽和度の関係で小さいスプリットを採

用する場合には交差点運用形態Ｂが最適な形態とな

ることはなく，オートバイ混入率の増大に伴って、

交差点運用形態Ａから交差点運用形態Ｃへと効率的

な運用形態が変化することが分かる。

　６．断面通過人員に関する考察

　現在オートバイ混入率が高い各都市においては、

近い将来、モータリゼーションの進展に伴って、交

通流に占めるオートバイの割合が減少することが想

定されている。この場合に、人の輸送という点に着

目し、交差点における断面通過人員ベースでの容量
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Table 5　交差点運用形態Ａの入力値
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Table 7　交差点運用形態Ｃの入力値
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Fig. 18　オートバイ混入率と交差点容量
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Table 6　交差点運用形態Ｂの入力値
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の変化について考察を行う。

　バンコク及びプノンペンの交差点で四輪車とオー

トバイの乗車人員を調査した吉井らの報告８）によれ

ば、バンコクにおいては、オートバイの平均乗車人員

が１．２人、四輪車で１．５人程度であるのに対して、プ

ノンペンでは、オートバイ２．２人、四輪車１．６人程度

である。この平均乗車人員を用いて、オートバイ混入

率が変化しても、オートバイ、四輪車ともに現状の平

均乗車人員に大きな変化がないものとして、オート

バイ混入率が変化した場合に、最適な交差点運用を

施した場合の断面通過可能人員の変化をFig.19に示

す。なお、断面通過可能人員を算定するにあたっては、

Fig.18から得られる結果に従って、オートバイ混入

率の変化に応じて交差点運用形態を変化させた。

　図より、オートバイ混入率が減少すれば交差点断

面を通過できる人数が減少し、オートバイ混入率が

高い場合は、その減少幅が大きくなる。現在の水準

ではプノンペンのオートバイ混入率が約０．７、バン

コクでは約０．３となっており、特にオートバイ混入

率の高いプノンペンにおいてモータリゼーションが

進展して四輪車が普及していった場合、断面通過人

員ベースでの容量が激減することになるため、深刻

な交通渋滞を発生させる可能性が高いと考えられる。

　７．おわりに

　本稿では、オートバイ混入率の高い交通流に焦点

をあて、交差点運用形態を三つに分類した後、各交

差点運用形態別に交差点容量算定式を構築した。続

いて、実観測に基づいて決定したパラメータ値を算

定式に代入し、三つの交差点運用形態別に交差点容

量の比較を行った。その結果、オートバイ混入率に

対応して、最も効率的な交差点運用形態が変化する

ことを明示することができた。また、現段階でモー

タリゼーションの進展が遅れており、都市交通手段

として二輪車が主流となっている地域では、今後、

四輪車が普及した場合に、断面通過人員ベースでの

交差点容量が激減することを示すことができた。

　しかし、本研究では、交通流をオートバイと四輪

車の直進車のみで構成されるものと仮定したが、実

際の交通流を想定する上では大型車の混入や右左折

車の混入が交通流に与える影響を考慮しなければな

らない。また、大型車や右左折車がオートバイ挙動

に与える影響を考慮することも必要である。さらに、

交差点運用形態の違いを評価する際に用意した各パ

ラメータ値に関して、調査地点が限られているため、

交差点形状による違いが十分には表現できていない

こと、さらには、オートバイ混入率の違い等によっ

て変化すると考えられる車線間走行率などのパラメ

ータを、交差点特有の定数として扱っていることな

どが問題点として残されている。今後はこれらの点

を改善することで、より正確な交差点容量推計式を

構築していく。
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